
１）はじめに 
	 福祉業界は，措置制度から，契約制度へ移行した2000

年を契機に，2015年現在まで激変の時代であった．2000

年から，営利法人，NPO法人等，様々な法人形態が福祉業

界に参入してきたが，介護老人福祉施設をもつ社会福祉

法人は税制優遇があり，入所待機者が多数存在し，「絶

対に経営不振にならない，利用者のなくならない」法人

形態であった．しかしながら，その当たり前であった状

況は，今日では一変しようとしていると思われる．なぜ

なら，第一に社会福祉行政報告によれば，社会福祉法人

は1990年には10071法人であったのに対し，2011年には

16842法人と激増している．第二に，少子高齢化社会の今

日，特に中山間地では介護を担う介護職の確保はさらに

困難となることが予想され，社会福祉法人も今や，「絶

対に経営不振に陥ることのない状況」ではないことが予

測される．	 

	 厚生労働省は，2014年7月4日に，『社会福祉法人の在

り方について』報告書の中で，地域への貢献や規模拡大

の実施等を述べているが，それは社会福祉法人を全て一

括りにした施策展開であり，各々の地域特性，また時代

の変遷の中で多様化してきた社会福祉法人の機能や役割

を加味せず，多くの課題の差異がある現実を包括してい

ないと考えられる．また，2015年4月には，介護保険制度

の改正が行われるが，介護老人福祉施設に入所できる人

が要介護1～5だったのが，本改正で要介護3以上となる．

このように，まさに今日では，社会福祉法人の激変期と

言っても過言ではなく，修士論文で扱うにふさわしい内

容であると考えた．	 

これまでの社会福祉法人に関する先行研究では，株式

会社等と比較し，それに比べ「地域に貢献している」「職

員の意識が高い」と結論付けたものばかりである．上述

したように，2015年4月の介護保険改正により，さらに社

会福祉法人の役割は強く求められると思われる．しかし

ながら，多くの社会福祉法人に関する研究では，社会福

祉法人の利益率や，内部留保がいくらか，といった表面

的な数字の検討しかしていないのに対し，本研究では，

統括施設長や常務理事など，直接経営に関わる方を対象

として，これまでの社会福祉法人の検討，これからの社

会福祉法人の施策展開における，地域特性という新たな

視点を導入する意味を検討する．	 
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３）要旨 
	 本論文は，厚生労働省により改革を余儀なくされてい

る社会福祉法人について，大規模化や協働化等，一括り

で行われている施策展開の現状を考察する．そして，社

会福祉法人の機能や役割が多様化している状況を述べ，

地域特性による課題の差異を検討するものである．また，

そのような差異に着目することにより，これからの施策

展開の中に，「地域特性」という視点を導入する必要性を

述べた． 
	 第一章では，「介護事業と高齢化」と表し，高齢化に伴

う，介護事業の変遷について述べた．介護保険法に基づ

く介護サービスを行う事業者は，社会福祉法人，NPO
法人，営利法人等，様々な法人形態があり，その中でも

社会福祉法人や，NPO 法人等の非営利法人の優位性に
ついて考察した． 
	 第二章では，第一に，社会福祉法人の歴史的背景から，

介護保険制度を契機に，措置から契約制度となった社会

福祉法人の現状について述べた．第二に，都市部・中山

間地における社会福祉法人の特徴に関する差異を述べた

後，これからの施策展開において，新たに「地域特性」

という視点を導入する論を展開した． 
	 第三章では，都市部の事例として福岡市博多区に本部

をおく，社会福祉法人敬愛園の常務理事	 益田康弘さん，

中山間地の事例として，八女市に本部をおく，社会福祉

法人やめ福祉会の統括施設長	 松尾宗敏さんへの聞き取

りから，両者の経営方針や現在の社会福祉法人に関する

意識の差異について記述した． 
	 第四章では，福岡市博多区と八女市における，年齢別

人口，社会福祉法人数，社会福祉法人以外の介護保険法

に基づく介護サービス事業者数等から，都市部・中山間

地での，社会福祉法人の機能や役割の多様化に関する現

状をあげた．そして，そのような事実から，各々の地域

特性による社会福祉法人の課題の差異を述べ，それが社

会福祉法人経営者の意識に影響をあたえていることを明

らかにした．具体的に，地域特性による課題とは，都市

部では，土地の確保の問題等から，これからの後期高齢

者増加率に合わせた増床は現実的ではなく，小規模な居

住系サービスの量的確保や，地域包括ケアシステムにお

ける，法人間の連携の必要性があげられる．中山間地に

おいては，生産年齢人口の急速な減少と，後期高齢者の

急増により，介護職員の不足が課題となる．また，要介

護者の重度化をできるだけ減らすような介護予防施策，

そして要支援，要介護状態にない高齢者は，介護サービ

スに関する制度を支えてもらう側にまわることのできる

ような施策が重要になることがあげられる．これらをふ

まえ，本論文においては，人口に対する社会福祉法人数

の違い，その他の法人数の違いから，これまでの都市部

中心の政策ではなく，それぞれの地域特性に合わせた施

策展開の必要性を述べた 
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